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東京問題、長期債務負担問題の
具体的指針を示す

2009年度地方行財政改革委員会
では、昨年10月の中間報告を経て、「東
京問題」と「長期債務負担問題」という、
避けて通れない課題について、継続し
て検討してきました。道州制は各所で
論議されていますが、中でも導入のた
めの重要な課題である長期債務の負
担の配分や東京をどう扱うかについて、
具体的な方向性を定めたものは多くあ
りません。

そこで、経済同友会では次のように
提言しました。東京23区を一つの特
別州にし、歳入の一部を各道州間の
財政調整のために活用します。長期債
務については、地方で行うことが適切
な業務のうち、国の特別会計で予算化
されている部門をB／Sごと道州へ移管
します。それ以外は、債務返済機構

（仮称）に移管して、60年と限定した期
間で償還します。

特に、東京に拠点を置く経済同友会
だからこそ、東京問題についての方向
性を示すことに意味があると考えました。
その意味で、今回の提言は意義深いも
のだと思います。

地域の権限と責任で地域経営
新たな民主主義の再構築の場に

道州制実現のためには、政治のリー
ダーシップと、国民の理解が欠かせま
せん。現在の報道を見ると、地域主権
の問題が、財政破綻や少子高齢化な
どと混同され、ややエキセントリックに
取り上げられている傾向にあると感じま
す。もっと冷静にとらえるべきでしょう。
この先、日本全体が活性化するために
は、それぞれの地域が自立して活力を
持たなければなりません。国が何かを
やってくれるだろうと頼っていても先に
は進めないのではないでしょうか。

いずれにせよ、明治以降、高度成長
期には機能してきた中央集権型の全国
均一の仕組みでは立ち行かなくなって
います。これを察している人は多いと思
いますが、具体的な改革案を描きにく
いのが実情でしょう。

経済三団体では、昨年12月に「地域
主権と道州制を推進する国民会議」を
発足させました。企業経営者や企業、
産業、各地域など各々の見地から、道
州制への道筋を模索しています。同時
に、政治や国民に議論を喚起していま
す。政治は、国の将来像を示すととも

に、それを実現するための施策を具体
的に示さなければなりません。前政権
でも現政権でも、政策課題の一つに
「地域主権」という言葉は踊っているも
のの、その具体像を明示するには至っ
ていません。

日本で想定されている道州は、どの
ブロックを見ても、長い歴史を持つ欧
州の中堅の国々の人口や経済規模に
匹敵するサイズです。ですから、財源さ
えあればしっかりと個 に々運営していく
ことができると考えています。

全国的に、都市部に住宅や商業施
設が集まり、その周辺が過疎になって
いくという現象が起こりつつあります。地
域ごとに特徴を見いだして、独自の発想
で活性化することが必要です。地域の
権限と責任で地域経営をすることこそ、
民主主義の原理原則ではないでしょう
か。日本は、明治維新と戦後の改革を
経て、今改めて民主主義を再構築する
機会に出合おうとしているように思いま
す。

アジアの人々からは、強固で調和の
とれた日本の社会システムへの賛辞が
聞かれます。日本は、いずれ同じような
足跡をたどるであろう国々への良いモ
デルになりたいものです。
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政治のリーダーシップと国民の理解で実現を

地方行財政改革委員会の提言
17〜18ページに掲載


